
令和２年度 東京都立芝商業高等学校 学校経営報告 

令和３年３月３１日 

校長 林     修 

 創立９６周年を迎えた本校は、「商業教育検討委員会報告書（平成２９年２月、東京都教育委員会）」によるビジネ

スを実地に学ぶ商業教育の改革に向けた取組の先行実施校として、これまで原則履修科目「ビジネス基礎」、学校設定

科目「ビジネスアイデア」、原則履修科目「課題研究」等における授業改善に取り組むとともに、福井県池田町、東日

本旅客鉄道株式会社、一般社団法人竹芝エリアマネジメントをはじめ、多くの地域や企業等と連携し特色あるビジネ

ス教育を展開してきた。特に今年度は、コロナ禍における新たな連携の在り方としてオンラインを活用した会議及び

東京都の島しょ地区や他県の高等学校との交流による地域振興等にも取り組んだ。 

一方、生徒募集については東京都教育委員会ホームページのトップページで本校を紹介してもらうなど工夫を重ね

たが、学力検査に基づく選抜（第一次募集）は５年連続の定員割れとなり、中学生や保護者に対しより一層ビジネス

教育の魅力を発信するとともに、関係機関と連携し多様な生徒に対して適切に支援する体制を構築する必要がある。 

以下に、令和２年度の取組とその成果及び課題等について報告する。 

１ 今年度の取組と自己評価 

(1) 教育活動への取組と自己評価 

 取  組 自己評価 

 (1) 募集広報活動について、総務部を中心に感染症対

策を講じながら見学会や説明会等を実施した。 

(2) 連携事業について、地域や企業、大学のほかに島

しょ地区や他県の高校との連携に取り組んだ。 

(3) 個人情報について、日常の情報管理や定期考査ご

との答案管理等を徹底するよう周知を図った。 

(4) ライフ・ワーク・バランスについて、部活動指導

員の活用やアンケート集計のＷｅｂ化等を図った。 

(1) 従来の参集型説明会のほかにオンラインを活用

した進路説明会等の新たな広報活動が必要である。 

(2) 全生徒がいずれかの連携事業に関わるようにビ

ジネスを実地で学ぶ機会を提供する必要がある。 

(3) 事故ゼロを系臆するためにもクリーンデスク等

の取組をより一層徹底していく必要がある。 

(4) 働き方改革を実現するために年次有給休暇の取

得率向上や各種委員会の見直しを図る必要がある。 

 (5) 基礎学力の定着について、数学、英語、商業にお

いて習熟度授業や少人数編成授業を実施した。 

(6) 授業改善について、オンライン学習準備委員会等

を中心にＩＣＴ支援員の助言を受けて取り組んだ。 

(7) 教科横断的な授業について、身近な地域や生活の

課題を取り上げて生徒の興味や関心を高めた。 

(8) 新しい教育課程について、教育課程員会を中心に

策定したグランドデザインを基に編成した。 

(5) 観点別評価を導入して生徒の学習状況をよりき

め細かく把握し学ぶ意欲を醸成する必要がある。 

(6) 対面とオンラインを組み合わせたハイブリッド

型の視点により授業改善の充実を図る必要がある。 

(7) 教養を高めるために、他教科の授業見学や研究協

議を通して指導内容の共有化を図る必要がある。 

(8) 本校の特色ある新しい教育課程の下で使用する

教科書を各教科で適切に選定する必要がある。 

 (9) 心身の健康について、スクールカウンセラーやユ

ースソーシャルワーカーを活用し適切に対応した。 

(10) ビジネスマナーの育成について、生活指導部と各

学年を中心に身だしなみ指導の在り方を検討した。 

(11) 進路指導について、進路指導部と第３学年が中心

となってコロナ禍での進路実現に向けて支援した。 

(12) キャリア教育について、インターンシップは実施

できなかったが代替の内容を工夫して実施した。 

(9) 関係諸機関等と連携を図りながら情報を共有し

課題の早期発見・早期対応に努める必要がある。 

(10) 全教員が統一した基準で指導を行うとともに、時

代に即した指導を今後も検討する必要がある。 

(11) コロナ禍からの回復状況を踏まえ情報を収集す

るとともに進路先等と緊密に連携する必要がある。 

(12) 東京都教育委員会や関係事業所等と連携を図り、

インターンシップ実現に向け調整する必要がある。 

 (13) 特別活動等について、感染症対策を講じた学年の

スポーツ大会や部活動等を実施することができた。 

(14) 特別支援教育について、港特別支援学校との間で

オンライン交流会を行い理解啓発の推進に努めた。 

(15) 防災教育について、宿泊防災訓練は実施できなか

ったが年４回の避難訓練は実施することができた。 

(16)予算執行について、使用料及び賃借料で未執行が

発生したが、感染症対策に重点を置き執行した。 

(13) 体育祭や文化祭の１年間の空白を埋めるととも

に感染症対策を講じた実施を検討する必要がある。 

(14) 特別支援教育心理士等の活用を推進し、中学校か

らの入学前の情報収集に努め活用する必要がある。 

(15) 関係機関や地域と連携を図り、効果的・実践的な

訓練になるよう工夫・改善を図る必要がある。 

(16) センター執行の割合を意識しながら費用対効果

をより一層踏まえ、計画的に執行する必要がある。 
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(2) 重点目標への取組と自己評価 

(3) 数値目標の達成状況 

 項 目 目 標 ※( )は昨年度 実 績 

入学時 
A 推薦の基づく選抜の倍率 

B 学力検査に基づく選抜の倍率 

２．０倍以上（１．９０倍） 

１．１倍以上（０．９９倍） 

１．９０倍 

０．８１倍 

在学時 

C 自律経営推進予算の執行率 

D 入学満足度 

E 教育相談満足度 

F 家庭等学習時間３０分未満生徒 

G 不読率 

H 進路指導満足度 

I 全商検定１級合格者 

J 部活動加入率 

  １００％（９７．５％） 

 ８０％以上（７６．８％） 

 ７５％以上（４０．７％） 

 ２５％以下（４８．３％） 

 ２０％以下（４４．２％） 

  １００％（８７．６％） 

１２０名以上（  ８４名） 

  １００％（８６．８％） 

８９．３％ 

８４．８％ 

５６．７％ 

３９．７％ 

４１．２％ 

８８．８％ 

  ８８名 

７９．１％ 

卒業時 K 進路決定率   １００％（ １００％）  １００％ 

２ 次年度以降の課題と対応策 

課  題 対 応 策 

①新型コロナウイルス感染症への対応 

 

②新教育課程の準備 

 

③連携事業の充実・拡大 

 

④学習指導の改善・充実 

 

⑤生活指導の改善・充実 

 

⑥進路指導の充実 

 

⑦広報募集活動の改善 

 

⑧働き方改革の推進 

 

①感染症拡大防止策を講じながら、今年度実施できなか

った学校行事等の在り方を十分に検討し実施する。 

②新学習指導要領による教育課程の実施に向けて、各教

科において観点別評価の在り方を検討し確立する。 

③コロナ禍における連携実績を踏まえ、地域や企業等と

の連携を教育活動により一層効果的に取り入れる。 

④ＡＬ・ＩＣＴ・ＵＤの視点で授業改善を図るとともに、

ハイブリッド型授業の在り方を検討し実施する。 

⑤時代に即した指導の在り方を検討するとともに、関係

機関と連携して特別支援教育の理解啓発を推進する。 

⑥コロナ禍での社会情勢や大学入試改革、一人一社制見

直し等の動向を踏まえ、キャリア教育の充実を図る。 

⑦リニューアルしたホームページの活用や本校生徒の

活動を通じた広報募集活動等を積極的に展開する。 

⑧部活動指導員を今後も積極的に活用するとともに、地

域や企業等による部活動支援の在り方を検討する。  

取  組 自己評価 

①募集広報活動について、学校案内の改訂やホームペー

ジのリニューアル等により充実・改善を図った。 

②連携事業について、植栽帯のイルミネーション設置や

竹芝干潟の環境学習等に連携して取り組んだ。 

③商業教育改革について、「課題研究」等の取組でビジ

ネスアイディア甲子園や宣伝会議等の表彰を受けた。 

④学習習慣について、臨時休業期間中においても各教科

や学年で課題等を提示し学習時間の確保に努めた。 

⑤安全教育について、いじめ・体罰調査や関係機関と連

携したセーフティ教室を実施し事故の防止に努めた。 

⑥資格取得について、コロナ禍でも当初の予定どおりに

各種検定試験を実施し、生徒の合格に向け支援した。 

⑦国際理解教育について、英国研修への参加を見送った

が、ＪＥＴによる英語面接等に新たに取り組んだ。 

⑧異年齢間交流について、中学生とオンライン交流会を

実施するなど良好な人間関係の構築に取り組んだ。 

①本校の教育を中学生等に理解してもらうために、動画

を活用するなど情報発信をより工夫する必要がある。 

②全ての生徒に実地でビジネスを学ぶことができる機

会を提供するよう連携先との調整を図る必要がある。 

③指導計画や教材開発の充実及び観点別評価の改善を

図り、創造的な能力等の育成に努める必要がある。 

④学習習慣の定着に向け図書館利用を推進するととも

に、情報端末の積極的な活用を検討する必要がある。 

⑤ＳＮＳの適切な利用を継続的に指導するとともに、事

故の未然防止の視点で指導の充実を図る必要がある。 

⑥ビジネスＧＰ顕彰制度を活用し、入学時から計画的に

資格を取得させて学ぶ意欲を醸成する必要がある。 

⑦英国研修を含め生徒が様々な人との交流を通じて国

際感覚を醸成する機会をより一層増やす必要がある。 

⑧異校種との連携や神明子ども中高生プラザの活用等

により一層推進し、交流の機会を増やす必要がある。 


